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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１ハウジング、該第１ハウジングに取り付けられる第１強電端子、及び前記第１ハウ
ジングに取り付けられる第１信号端子を備えた第１コネクタと、該第１コネクタと嵌合す
る第２コネクタとからなり、
　該第２コネクタは、
前記第１ハウジングへの挿入時に前記第１ハウジングによって挿入方向への移動が規制さ
れる第２ハウジングと、
該第２ハウジングに対して移動可能な状態で前記第２ハウジングを収容するとともに、前
記第２ハウジングの前記第１ハウジングへの挿入時に位置する嵌合解除位置、該嵌合解除
位置よりも挿入方向奥側の中間位置、及び中間位置よりも挿入方向奥側の嵌合完了位置の
間を移動するムービングハウジングと、
　前記第２ハウジングに収容された第２強電端子と、
　前記ムービングハウジングに取り付けられ、前記ムービングハウジングが前記中間位置
から前記嵌合完了位置へ向けて移動する途中で前記第１信号端子に接触する第２信号端子
と、
　前記ムービングハウジングに設けられ、前記ムービングハウジングが前記嵌合解除位置
にあるときに前記第２強電端子が前記第１強電端子に接触するのを回避するとともに、前
記ムービングハウジングが前記嵌合解除位置から前記中間位置へ向けて移動する途中で前
記第２強電端子を前記第１強電端子に接触させる第２強電端子接触回避部と、
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　前記ムービングハウジングに対し、レバー嵌合解除位置、レバー中間位置、及びレバー
嵌合完了位置の間を回動可能に取り付けられるとともに、前記ムービングハウジングを、
前記レバー嵌合解除位置で前記嵌合解除位置、前記レバー中間位置で前記中間位置、前記
レバー嵌合完了位置で前記嵌合完了位置に位置させるレバーとを備え、
　前記第１ハウジング及び前記レバーには、前記レバーが前記レバー中間位置に位置する
ときに前記レバーの回動をロックするとともにそのロックを解除するタイムラグロック機
構が設けられていることを特徴とするレバー式コネクタ組立体。
【請求項２】
　前記第２強電端子は、雄型のタブ端子で構成される第１強電端子を互いの間で受容して
接触する一対の弾性接触アームを備え、
　前記第２強電端子接触回避部は、前記タブ端子の板厚よりも幅の大きい突起で構成され
、前記ムービングハウジングが前記嵌合解除位置にあるときに前記第２強電端子の前記一
対の弾性接触アーム間に入り込んで前記一対の弾性接触アーム間の間隔を広げて前記一対
の弾性接触アームが前記第１強電端子に接触するのを回避するとともに、前記ムービング
ハウジングが前記嵌合解除位置から前記中間位置へ向けて移動する途中で前記一対の弾性
接触アーム間から抜け出て前記一対の弾性接触アーム間の間隔を狭めて前記一対の弾性接
触アームを前記第１強電端子に接触させることを特徴とする請求項１に記載のレバー式コ
ネクタ組立体。
【請求項３】
　前記タイムラグロック機構は、前記第１ハウジングに設けられたタイムラグ突起と、前
記レバーに設けられた、前記タイムラグ突起に係合する係合部を有するタイムラグロック
アームとを備えていることを特徴とする請求項１又は２に記載のレバー式コネクタ組立体
。
【請求項４】
　前記タイムラグロックアームは、前記レバーに、シーソー構造の形で支持部を中心に揺
動可能に設けられ、該支持部を挟んで一方側に前記係合部を有し、他方側に押圧操作部を
有することを特徴とする請求項３に記載のレバー式コネクタ組立体。
【請求項５】
　前記第１ハウジングに、前記第２ハウジングの挿入方向と反対方向の移動を規制する第
２ハウジングロック部を設けたことを特徴とする請求項１乃至４のうちいずれか一項に記
載のレバー式コネクタ組立体。
【請求項６】
　前記レバーに、前記第２ハウジングロック部による前記第２ハウジングの移動規制状態
を解除するロック解除部を設けたことを特徴とする請求項５に記載のレバー式コネクタ組
立体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、第１コネクタから第２コネクタを離脱する際に第１信号端子と第２信号端子
との接続解除から第１強電端子と第２強電端子との接続解除までの間に一定の時間差を設
けたレバー式コネクタ組立体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般的に、電気自動車やハイブリッド車等の高電圧バッテリーを搭載している車両にお
いては、高電圧部を物理的に切り離すためにサービスプラグと呼ばれるコネクタ組立体が
用いられるようになっている。
　従来のこの種のコネクタ組立体として、例えば、特許文献１に示すものが知られている
。
【０００３】
　特許文献１に示すコネクタ組立体は、レバー式コネクタ組立体であり、レバーの回動操
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作によって、第２コネクタを移動させて第１コネクタに嵌合させるとともに、第１コネク
タに嵌合している第２コネクタを離脱させる。
そして、第１コネクタには、強電回路の第１強電端子と信号回路の第１信号端子とが設け
られている。また、第２コネクタには、第２コネクタが第１コネクタに嵌合している時に
第１強電端子に接続される第２強電端子と、第１信号端子に接続する第２信号端子とが設
けられている。
【０００４】
　ここで、信号回路を設ける理由は、第１コネクタから第２コネクタの嵌合を解除する際
に、信号回路を構成する第１信号端子と第２信号端子との接続を解除することによって先
ず強電回路の通電を停止する。その後、強電回路を構成する第１強電端子と第２強電端子
との接続を解除するようにし、作業者の感電防止を図るためである。
　つまり、第１信号端子と第２信号端子との接続解除から第１強電端子と第２強電端子と
の接続解除までの間に一定の時間差を設け、これにより作業者の感電防止を図るようにし
ている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１３－６２０４３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、この従来の特許文献１に示したレバー式コネクタにあっては、以下の問
題点があった。
　即ち、第２コネクタのコネクタ本体部（ハウジング）に第２信号端子とともに第２強電
端子が固定されている。このため、第２コネクタが第１コネクタに嵌合する際に、第２強
電端子が第１強電端子に接続するが、このとき、第２強電端子が第１強電端子に対して摺
動しつつ接触する。また、第１コネクタに嵌合している第２コネクタが離脱するときに、
第２強電端子が第１強電端子に対して摺動しつつ非接触となる。このため、第２コネクタ
が第１コネクタに嵌合する際及び第２コネクタが第１コネクタから離脱する際に、第２強
電端子及び第１強電端子が損傷してしまうおそれがある。
【０００７】
　従って、本発明はこの従来の問題点を解決するためになされたものであり、その目的は
、第１コネクタから第２コネクタを離脱する際に第１信号端子と第２信号端子との接続解
除から第１強電端子と第２強電端子との接続解除までの間に一定の時間差を設けたレバー
式コネクタ組立体において、第２コネクタが第１コネクタに嵌合する際及び第２コネクタ
が第１コネクタから離脱する際に、第２強電端子及び第１強電端子が損傷してしまうおそ
れを回避することができるレバー式コネクタ組立体を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成するために、本発明の一態様に係るレバー式コネクタ組立体は、第１ハ
ウジング、該第１ハウジングに取り付けられる第１強電端子、及び前記第１ハウジングに
取り付けられる第１信号端子を備えた第１コネクタと、該第１コネクタと嵌合する第２コ
ネクタとからなり、該第２コネクタは、前記第１ハウジングへの挿入時に前記第１ハウジ
ングによって挿入方向への移動が規制される第２ハウジングと、該第２ハウジングに対し
て移動可能な状態で前記第２ハウジングを収容するとともに、前記第２ハウジングの前記
第１ハウジングへの挿入時に位置する嵌合解除位置、該嵌合解除位置よりも挿入方向奥側
の中間位置、及び中間位置よりも挿入方向奥側の嵌合完了位置の間を移動するムービング
ハウジングと、前記第２ハウジングに収容された第２強電端子と、前記ムービングハウジ
ングに取り付けられ、前記ムービングハウジングが前記中間位置から前記嵌合完了位置へ
向けて移動する途中で前記第１信号端子に接触する第２信号端子と、前記ムービングハウ



(4) JP 6200933 B2 2017.9.20

10

20

30

40

50

ジングに設けられ、前記ムービングハウジングが前記嵌合解除位置にあるときに前記第２
強電端子が前記第１強電端子に接触するのを回避するとともに、前記ムービングハウジン
グが前記嵌合解除位置から前記中間位置へ向けて移動する途中で前記第２強電端子を前記
第１強電端子に接触させる第２強電端子接触回避部と、前記ムービングハウジングに対し
、レバー嵌合解除位置、レバー中間位置、及びレバー嵌合完了位置の間を回動可能に取り
付けられるとともに、前記ムービングハウジングを、前記レバー嵌合解除位置で前記嵌合
解除位置、前記レバー中間位置で前記中間位置、前記レバー嵌合完了位置で前記嵌合完了
位置に位置させるレバーとを備え、前記第１ハウジング及び前記レバーには、前記レバー
が前記レバー中間位置に位置するときに前記レバーの回動をロックするとともにそのロッ
クを解除するタイムラグロック機構が設けられていることを要旨とする。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明に係るレバー式コネクタ組立体によれば、第１ハウジング及びレバーに、レバー
がレバー中間位置に位置するときにレバーの回動をロックするとともにそのロックを解除
するタイムラグロック機構を設けてある。このため、第１コネクタから第２コネクタを離
脱する際に、第１信号端子と第２信号端子との接続解除から第１強電端子と第２強電端子
との接続解除までの間にロック時間及びそのロックを解除する時間が必要となり一定の時
間差を設けられる。
【００１０】
　そして、ムービングハウジングに、ムービングハウジングが嵌合解除位置にあるときに
第２強電端子が第１強電端子に接触するのを回避するとともに、ムービングハウジングが
嵌合解除位置から中間位置へ向けて移動する途中で第２強電端子を第１強電端子に接触さ
せる第２強電端子接触回避部を設けてある。このため、第２強電端子が第１強電端子に対
して摺動することなく接触するので、第２コネクタが第１コネクタに嵌合する際に、第２
強電端子及び第１強電端子が損傷してしまうおそれを回避することができる。また、逆に
、第２コネクタが第１コネクタから離脱する際にも、第２強電端子が第１強電端子に対し
て摺動することなく非接触となるので、この場合にも第２強電端子及び第１強電端子が損
傷してしまうおそれを回避することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の一実施形態に係るレバー式コネクタ組立体を示し、第２コネクタが第１
コネクタに対して嵌合する前の状態を示す斜視図である。
【図２】図１に示すレバー式コネクタ組立体において、第２コネクタの第２ハウジングが
第１コネクタの第１ハウジングに挿入され、レバーがレバー嵌合解除位置、ムービングハ
ウジングが嵌合解除位置にある状態を示す斜視図である。
【図３】図２に示すレバー式コネクタ組立体の状態からレバーを回動し、レバーがレバー
中間位置、ムービングハウジングが中間位置となった状態を示す斜視図である。
【図４】図３に示すレバー式コネクタ組立体の状態からレバーを回動し、レバーがレバー
嵌合完了位置、ムービングハウジングが嵌合完了位置となり、第１コネクタ及び第２コネ
クタの嵌合が完了した状態を示す斜視図である。
【図５】第１コネクタの分解斜視図である。
【図６】第２コネクタの分解斜視図である。
【図７】ムービングハウジングを左右方向に切断した状態の斜視図である。
【図８】第２ハウジング内に第２強電端子を収容した状態の斜視図である。
【図９】第２強電端子を収容した第２ハウジングを、ムービングハウジング内に収容した
状態の斜視図である。
【図１０】図９における１０－１０線に沿う断面図である。
【図１１】レバーの斜視図である。
【図１２】図１１における１２－１２線に沿う断面図である。
【図１３】第２コネクタの第２ハウジングが第１コネクタの第１ハウジングに挿入され、
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レバーがレバー嵌合解除位置、ムービングハウジングが嵌合解除位置にある状態のレバー
式コネクタ組立体の正面図である。
【図１４】図１３に示すレバー式コネクタ組立体を左右方向に沿って第２信号端子のある
位置で切断した状態の断面図である。
【図１５】図１３に示すレバー式コネクタ組立体を前後方向に沿って第２強電端子接触回
避部のある位置で切断した状態の断面図である。
【図１６】図１３に示すレバー式コネクタ組立体を前後方向に沿って第１強電端子のある
位置で切断した状態の断面図である。
【図１７】図１３に示すレバー式コネクタ組立体の状態からレバーを回動し、レバーがレ
バー中間位置、ムービングハウジングが中間位置となった状態のレバー式コネクタ組立体
の正面図である。
【図１８】図１７に示すレバー式コネクタ組立体を左右方向に沿って第２信号端子のある
位置で切断した状態の断面図である。
【図１９】図１７に示すレバー式コネクタ組立体を前後方向に沿って第２強電端子接触回
避部のある位置で切断した状態の断面図である。
【図２０】図１７に示すレバー式コネクタ組立体の状態からレバーを回動し、レバーがレ
バー嵌合完了位置、ムービングハウジングが嵌合完了位置となった状態のレバー式コネク
タ組立体の正面図である。
【図２１】図２０に示すレバー式コネクタ組立体を左右方向に沿って第２信号端子のある
位置で切断した状態の断面図である。
【図２２】図２０に示すレバー式コネクタ組立体を前後方向に沿って第２強電端子接触回
避部のある位置で切断した状態の断面図である。
【図２３】レバーがレバー中間位置からレバー嵌合完了位置に至る途中の状態のレバー式
コネクタ組立体の断面図である。
【図２４】図２３に示すレバー式コネクタ組立体を前後方向に沿って信号端子接触検知突
起のある位置で切断した状態の断面図である。
【図２５】レバーがレバー嵌合完了位置から回動してレバー中間位置となった状態のレバ
ー式コネクタ組立体において、レバー式コネクタ組立体を前後方向に沿ってタイムラグ突
起のある位置で切断した状態の斜視図である。
【図２６】レバーが嵌合完了位置から回動してレバー中間位置となった状態のレバー式コ
ネクタ組立体の斜視図である。
【図２７】図２６に示すレバー式コネクタ組立体の状態からレバーが回動してレバー嵌合
解除位置となる手前のレバー式コネクタ組立体の斜視図である。
【図２８】図２７に示すレバー式コネクタ組立体の状態からレバーが回動してレバー嵌合
解除位置となった状態のレバー式コネクタ組立体の斜視図である。
【図２９】図２８に示すレバー式コネクタ組立体の状態から第２コネクタを第１コネクタ
から離脱させる状態を示す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の実施の形態を図面を参照して説明する。
　図１には、本発明の一実施形態に係るレバー式コネクタ組立体１が示されている。この
レバー式コネクタ組立体１は、第１コネクタ２と、第１コネクタ２と嵌合する第２コネク
タ３とからなる。第１コネクタ２は、電気自動車やハイブリッド車等の高電圧バッテリー
を搭載している車両側に搭載される。そして、第２コネクタ３を図１乃至図４に示すよう
にレバー８０の回動によって第１コネクタ２に嵌合することにより、高電圧部を接続する
。また、第２コネクタ３を、反対に図４乃至図１に示すようにレバー８０の回動によって
第１コネクタ２から離脱することにより、高電圧部を切り離す。
【００１３】
　ここで、第１コネクタ２は、図５に示すように、第１ハウジング１０と、タッチセーフ
スペーサ２０と、一対の第１強電端子３１ａ，３１ｂと、一対の第１信号端子３２ａ，３
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２ｂとを備えている。
　第１ハウジング１０は、図５に示すように、矢印ＡＢで示す前後方向、前後方向に直交
する矢印ＣＤで示す左右方向、及び前後方向及び左右方向に直交する矢印ＥＦで示す上下
方向に延びる略直方体形状に構成される。第１ハウジング１０は、絶縁性の合成樹脂を成
形することによって形成される。ここで、矢印Ａは前方向、矢印Ｂは後方向、矢印Ｃは左
方向、矢印Ｄは右方向、矢印Ｅは上方向、及び矢印Ｆは下方向を示し、以下、本明細書に
おいて方向はこれを基準として説明する。
【００１４】
　そして、第１ハウジング１０は、前壁１０ａ、後壁１０ｂ、左壁１０ｃ、右壁１０ｄ、
及び底壁１０ｅ（図１４、図１５、図１６、図１８、図１９及び図２１参照）を有し、そ
れらの内部に上面が開口する第２コネクタ受容凹部１１を有している。そして、底壁１０
ｅには、第１強電端子取付部１２（図１４乃至図１６参照）と、第１信号端子取付部１３
（図１４、図１８、及び図２１参照）とが設けられている。また、底壁１０ｅには、第２
ハウジング挿入規制部１４（図１５及び図１６参照）が設けられている。
【００１５】
　また、第１ハウジング１０の前壁１０ａ及び後壁１０ｂには、図１及び図５に示すよう
に、上縁の左右方向略中央部から切りかかれた一対の切欠１０ｆが形成されている。これ
ら切欠１０ｆには、後述するレバー８０を回動可能に支持する一対の支軸５３が上方から
挿入可能となっている。また、第１ハウジング１０の前壁１０ａ及び後壁１０ｂの切欠１
０ｆよりもやや下方には、図１、図２及び図５に示すように、一対のカム軸１５（前側の
カム軸のみ図示）が設けられている。これらカム軸１５は、後述するレバー８０のカム溝
８４にカム係合する。
【００１６】
　また、第１ハウジング１０の前壁１０ａ及び後壁１０ｂの右端寄りには、図１、図５、
図２４及び図２５に示すように、上下方向においてカム軸１５とほぼ同じ高さの位置に一
対の信号端子接触検知突起１６が設けられている。
　更に、第１ハウジング１０の前壁１０ａ及び後壁１０ｂの右端寄りには、図１、図５、
及び図２５に示すように、信号端子接触検知突起１６よりも上方の位置に、一対のタイム
ラグ突起１７が設けられている。これらタイムラグ突起１７は、後述するように、レバー
８０に設けられたタイムラグロックアーム９１とともにタイムラグロック機構９０を構成
する。
【００１７】
　また、第１ハウジング１０の前壁１０ａ及び後壁１０ｂの左右方向略中央部には、図１
、図３、図５及び図２８乃至図２９に示すように、後述する第２ハウジング４０の挿入方
向と反対方向の移動を規制する一対の第２ハウジングロック部１８が設けられている。
　次に、タッチセーフスペーサ２０は、第１ハウジング１０に取り付けられた第１強電端
子３１ａ，３１ｂに作業者が触れて感電することを防止するものである。タッチセーフス
ペーサ２０は、外形が第１ハウジング１０の前壁１０ａ、後壁１０ｂ、左壁１０ｃ、右壁
１０ｄ、及び底壁１０ｅに沿うような形で形成され、第１ハウジング１０の第２コネクタ
受容凹部１１内に上下動可能に設置される。タッチセーフスペーサ２０は、絶縁性の合成
樹脂を成形することによって形成される。
【００１８】
　また、一対の第１強電端子３１ａ，３１ｂは、図５に示すように、それぞれ、雄型のタ
ブ端子で構成され、電線Ｗ１に圧着接続される。一対の第１強電端子３１ａ，３１ｂのそ
れぞれは、金属板を打ち抜き及び曲げ加工することによって形成される。各第１強電端子
３１ａ，３１ｂは、第１ハウジング１０の第１強電端子取付部１２に取り付けられ、それ
らの接触部が図１６に示すように第２コネクタ受容凹部１１内に突出している。
【００１９】
　また、一対の第１信号端子３２ａ，３２ｂは、図５に示すように、それぞれ、雌型コン
タクトで構成され、電線Ｗ２に圧着接続される。一対の第１信号端子３２ａ，３２ｂのそ
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れぞれは、金属板を打ち抜き及び曲げ加工することによって形成される。各第１信号端子
３２ａ，３２ｂは、信号端子収容ハウジング３３に収容される。各第１信号端子３２ａ，
３２ｂを収容した信号端子収容ハウジング３３は、図１４及び図１８に示すように、第１
ハウジング１０の第１信号端子取付部１３に取り付けられる。
【００２０】
　次に、第２コネクタ３は、レバー式コネクタであり、第２ハウジング４０、ムービング
ハウジング５０、第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂ、第２強電端子６０、第２信号
端子７０、及びレバー８０を備えている。
　ここで、第２ハウジング４０は、図６に示すように、左右方向に長く延びる略角筒形状
を有し、その内部の右側に第１収容キャビティ４１ａが設けられ、左側に第２収容キャビ
ティ４１ｂが設けられている。第１収容キャビティ４１ａ及び第２収容キャビティ４１ｂ
は、互いに連通するとともに、第２ハウジング４０の右側から左側にかけて貫通するよう
に形成されている。そして、第２ハウジング４０の底壁４２には、底壁４２の右縁から左
縁に至るまで延びる細長にスリット４３が形成されている。スリット４３は、上下方向に
貫通している。また、第２ハウジング４０の頂壁の前縁及び後縁の左右方向中央部には、
一対の係止板部４４が前後に突出するように形成されている。この第２ハウジング４０は
、図１６に示すように、第１ハウジング１０の第２コネクタ受容凹部１１に挿入されたと
きに、第１強電端子取付部１２及び第２ハウジング挿入規制部１４の上端に当接する。こ
れにより、下方向、即ち挿入方向への移動が規制される。
【００２１】
　また、第２強電端子６０は、図６に示すように、端子本体６１と、一対の補強板ばね６
２ａ，６２ｂとを備える。端子本体６１は、金属板を打ち抜き及び曲げ加工することによ
って形成され、第１端子部６１ａと、第２端子部６１ｂと、第１端子部６１ａ及び第２端
子部６１ｂを連結する連結部６１ｃとを備える。第１端子部６１ａは、一対の弾性接触ア
ーム６１ａａと、これら一対の弾性接触アーム６１ａａを連結する頂板部６１ａｂとを備
えている。頂板部６１ａｂは、各弾性接触アーム６１ａａに弾性を付与する。一対の弾性
接触アーム６１ａａは、互いの間で雄型のタブ端子で構成される一方の第１強電端子３１
ａを受容して接触する。一方、第２端子部６１ｂは、一対の弾性接触アーム６１ｂａと、
これら一対の弾性接触アーム６１ｂａを連結する頂板部６１ｂｂとを備えている。頂板部
６１ｂｂは、各弾性接触アーム６１ｂａに弾性を付与する。一対の弾性接触アーム６１ｂ
ａは、互いの間で雄型のタブ端子で構成される他方の第１強電端子３１ｂを受容して接触
する。そして、図６に示すように、一対の補強板ばね６２ａ，６２ｂのうち一方の補強板
ばね６２ａは、第１端子部６１ａの外周を覆うように第１端子部６１ａに装着される。ま
た、他方の補強板ばね６２ｂは、第２端子部６１ｂの外周を覆うように第２端子部６１ｂ
に装着される。そして、図８に示すように、第２強電端子６０は、第１端子部６１ａが第
１収容キャビティ４１ａ内に位置し、第２端子部６１ｂが第２収容キャビティ４１ｂ内に
位置するように、第２ハウジング４０内に収容される。この際に、図８に示すように、各
弾性接触アーム６１ａａの先端に設けられた外側への湾曲部６１ａｃが第２ハウジング４
０の底壁４２上に乗る。また、図示はしないが、各弾性接触アーム６１ｂａの先端に設け
られた外側への湾曲部が第２ハウジング４０の底壁４２上に乗る。
【００２２】
　また、ムービングハウジング５０は、図６に示すように、前壁５０ａ、後壁５０ｂ、左
壁５０ｃ、及び右壁５０ｄを有し、上下方向に貫通する第２ハウジング収容貫通孔５１を
有する。また、ムービングハウジング５０は、右壁５０ｄから右方向に突出する第２信号
端子取付部５２を備える。ムービングハウジング５０は、絶縁性の合成樹脂を成形するこ
とによって形成される。
【００２３】
　そして、ムービングハウジング５０の前壁５０ａ及び後壁５０ｂには、図６及び図１０
に示すように、レバー８０を回動可能に支持する一対の支軸５３が突出形成される。
　また、ムービングハウジング５０の前壁５０ａ及び後壁５０ｂのそれぞれの左右方向略
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中央部には、上縁から下方に延びるように切欠かれた一対の切欠５４が形成される。そし
て、ムービングハウジング５０の第２ハウジング収容貫通孔５１内には、図９及び図１０
に示すように、第２強電端子６０を収容した第２ハウジング４０が上下方向移動可能に収
容される。
【００２４】
　但し、第２ハウジング４０は、その頂壁に設けられた一対の係止板部４４が切欠５４の
下縁に載置された状態で第２ハウジング収容貫通孔５１内に収容され、ムービングハウジ
ング５０に対して下方への移動が規制される。この際、図１０に示すように、ムービング
ハウジング５０に設けられた後述の第２強電端子接触回避部５６ａが第２強電端子６０の
一対の弾性接触アーム６１ａａ間に入り込んで一対の弾性接触アーム６１ａａ間の間隔を
押し広げる。また、第２強電端子接触回避部５６ｂが第２強電端子６０の一対の弾性接触
アーム６１ｂａ間に入り込んで一対の弾性接触アーム６１ｂａ間の間隔を押し広げる。こ
れにより、第２強電端子６０のムービングハウジング５０に対する上方への移動が規制さ
れる。また、各弾性接触アーム６１ａａの先端に設けられた外側への湾曲部６１ａｃが第
２ハウジング４０の底壁４２上に乗っている。また、各弾性接触アーム６１ｂａの先端に
設けられた外側への湾曲部が第２ハウジング４０の底壁４２上に乗っている。これにより
、第２ハウジング４０の上方への移動が第２強電端子６０によって規制され、結果として
、第２ハウジング４０のムービングハウジング５０に対する上方への移動が規制される。
従って、第２強電端子６０を収容した第２ハウジング４０をムービングハウジング５０に
収容した状態では、これら第２強電端子６０及び第２ハウジング４０はムービングハウジ
ング５０に対して上下動が規制されたものとなっている。
【００２５】
　但し、後述するように、第２ハウジング４０の下方向への移動が規制された場合に、ム
ービングハウジング５０に対し第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂの一対の弾性接触
アーム６１ａａ，６１ｂａに対する摩擦力よりも大きな力が下方へ作用するとする。する
と、ムービングハウジング５０は、下方へ移動できる。つまり、ムービングハウジング５
０は、第２ハウジング４０に対して移動可能な状態で第２ハウジング４０を収容している
ことになる。
【００２６】
　そして、ムービングハウジング５０は、第２コネクタ３を第１コネクタ２に嵌合すると
きに、第２ハウジング４０及び第２強電端子６０を収容した状態で、タッチセーフスペー
サ２０の内側で第１ハウジング１０の第２コネクタ受容凹部１１内に挿入される。この際
、第２ハウジング４０は、前述したように、第１ハウジング１０の第１強電端子取付部１
２及び第２ハウジング挿入規制部１４の上端に当接する。これにより、第２ハウジング４
０の下方向、即ち挿入方向への移動が規制される。
【００２７】
　そして、ムービングハウジング５０は、第２ハウジング４０の第１ハウジング１０への
挿入時に位置する嵌合解除位置（図２及び図１３乃至図１６参照）、中間位置（図３及び
図１７乃至図１９参照）、及び嵌合完了位置（図４及び図２０乃至図２２参照）間を移動
する。中間位置は、嵌合解除位置よりも挿入方向奥側（下側）である。また、嵌合完了位
置は、中間位置よりも挿入方向奥側である。ここで、ムービングハウジング５０が嵌合解
除位置から中間位置へ移動する際には、ムービングハウジング５０に対し第２強電端子接
触回避部５６ａ，５６ｂの各一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａに対する摩擦力よ
りも大きな力が下方へ作用することが必要である。一方、ムービングハウジング５０が中
間位置から嵌合解除位置へ移動する際には、ムービングハウジング５０に対し第２強電端
子接触回避部５６ａ，５６ｂの一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａに対する摩擦力
よりも大きな力が上方へ作用することが必要である。
【００２８】
　次に、第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂについて説明する。
　図７に示すように、ムービングハウジング５０の後壁５０ｂの左右方向中央部には、後
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壁５０ｂから前壁５０ａに至るまで延びる（図７には、前後方向中央で切断されている）
仕切壁５５が設けられている。この仕切壁５５の右面と右壁５０ｄの左面には、互いに対
向する一対の第２強電端子接触回避部５６ａが設けられている。一方、仕切壁５５の左面
と左壁５０ｃの右面には、互いに対向する一対の第２強電端子接触回避部５６ｂが設けら
れている。第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂのそれぞれは壁面から突出する上下方
向に細長い突起で形成される。また、第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂは、左右方
向に沿って整列した位置に配置される。
【００２９】
　第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂのうち第２強電端子接触回避部５６ａは、ムー
ビングハウジング５０を第２コネクタ受容凹部１１内に挿入する際に、第２強電端子６０
の一対の弾性接触アーム６１ａａ間に入り込んで一対の弾性接触アーム６１ａａ間の間隔
を押し広げている。これにより、第１強電端子３１ａが一対の弾性接触アーム６１ａａ間
にそれら弾性接触アーム６１ａａに接触することなく挿入される。第２強電端子接触回避
部５６ａを構成する突起の幅は、タブ端子で構成される第１強電端子３１ａの板厚よりも
大きい。
【００３０】
　そして、ムービングハウジング５０が第２コネクタ受容凹部１１内に挿入されると、ム
ービングハウジング５０は図１５に示す嵌合解除位置となる。このとき、第２強電端子接
触回避部５６ａは、第２強電端子６０の一対の弾性接触アーム６１ａａ間に入り込んで一
対の弾性接触アーム６１ａａ間の間隔を押し広げる状態を維持する。これにより、図１６
に示すように、ムービングハウジング５０が嵌合解除位置にあるときに、一対の弾性接触
アーム６１ａａが第１強電端子３１ａに接触するのを回避する。
【００３１】
　また、第２強電端子接触回避部５６ｂも、ムービングハウジング５０を第２コネクタ受
容凹部１１内に挿入する際に、第２強電端子６０の一対の弾性接触アーム６１ｂａ間に入
り込んで一対の弾性接触アーム６１ｂａ間の間隔を押し広げている。これにより、第１強
電端子３１ｂが一対の弾性接触アーム６１ｂａ間にそれら弾性接触アーム６１ａａに接触
することなく挿入される。第２強電端子接触回避部５６ｂを構成する突起の幅も、タブ端
子で構成される第１強電端子３１ｂの板厚よりも大きい。
【００３２】
　また、ムービングハウジング５０が嵌合解除位置にあるときも、第２強電端子接触回避
部５６ｂは、第２強電端子６０の一対の弾性接触アーム６１ｂａ間に入り込んで一対の弾
性接触アーム６１ｂａ間の間隔を押し広げる状態を維持する。これにより、ムービングハ
ウジング５０が嵌合解除位置にあるときに、一対の弾性接触アーム６１ｂａが第１強電端
子３１ｂに接触するのを回避する。
【００３３】
　そして、第２強電端子接触回避部５６ａは、図１９に示すように、ムービングハウジン
グ５０が嵌合解除位置から中間位置になったとき、正確には中間位置になる途中で第２強
電端子６０の一対の弾性接触アーム６１ａａ間から抜け出す。これにより、一対の弾性接
触アーム６１ａａ間の間隔を狭めて一対の弾性接触アーム６１ａａを、第１ハウジング１
０に取り付けられた第１強電端子３１ａに接触させる。
【００３４】
　また、第２強電端子接触回避部５６ｂも、同様に、ムービングハウジング５０が嵌合解
除位置から中間位置になったとき、正確には中間位置になる途中で第２強電端子６０の一
対の弾性接触アーム６１ｂａ間から抜け出す。これにより、一対の弾性接触アーム６１ｂ
ａ間の間隔を狭めて一対の弾性接触アーム６１ｂａを、第１ハウジング１０に取り付けら
れた第１強電端子３１ｂに接触させる。
【００３５】
　なお、第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂは、ムービングハウジング５０が中間位
置から嵌合完了位置に移動した際にムービングハウジング５０とともに移動する（図２２
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参照）。このとき、各一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａの第１強電端子３１ａ，
３１ｂに対する接触状態は維持される。
【００３６】
　また、第２強電端子接触回避部５６ａは、ムービングハウジング５０が中間位置から嵌
合解除位置になる途中で第２強電端子６０の一対の弾性接触アーム６１ａａ間に入り込む
。これにより、一対の弾性接触アーム６１ａａ間の間隔を広げて一対の弾性接触アーム６
１ａａを第１強電端子３１ａに対し非接触とする。第２強電端子接触回避部５６ｂも、同
様に、ムービングハウジング５０が中間位置から嵌合解除位置になる途中で第２強電端子
６０の一対の弾性接触アーム６１ｂａ間に入り込む。これにより、一対の弾性接触アーム
６１ｂａ間の間隔を広げて一対の弾性接触アーム６１ｂａを第１強電端子３１ｂに対し非
接触とする。
【００３７】
　次に、第２信号端子７０は、図６に示すように、平板状のハウジング固定部７１と、ハ
ウジング固定部７１の下縁から下方に延びる一対の接触部７１ａ，７１ｂとを備えている
。第２信号端子７０は、金属板を打ち抜き加工することによって形成される。この第２信
号端子７０は、図１８に示すように、ハウジング固定部７１がムービングハウジング５０
の第２信号端子取付部５２に圧入固定され、一対の接触部７１ａ，７１ｂが露出した形で
下方に突出する。
【００３８】
　そして、第２信号端子７０の一対の接触部７１ａ，７１ｂのうち一方の接触部７１ａは
、図２１に示すように、ムービングハウジング５０が嵌合完了位置になったとき、正確に
は嵌合完了位置になる途中で一方の第１信号端子３２ａに接触する。また、第２信号端子
７０の他方の接触部７１ｂも、ムービングハウジング５０が嵌合完了位置になる途中で他
方の第１信号端子３２ａに接触する。
【００３９】
　なお、第２信号端子７０の一対の接触部７１ａ，７１ｂのそれぞれは、ムービングハウ
ジング５０が嵌合完了位置から中間位置になる途中で一対の第１信号端子３２ａ，３２ｂ
のそれぞれと非接触になる。
　次に、レバー８０は、図６に示すように、一対の脚部８１と、これら脚部８１の端部で
これら脚部８１を連結する連結部８２とを備えている。レバー８０は、合成樹脂を成形す
ることによって一体に形成される。そして、レバー８０の各脚部８１には、ムービングハ
ウジング５０の支軸５３が入り込む支軸用孔８３が形成されている。レバー８０は、ムー
ビングハウジング５０の支軸５３に対し回動可能に軸支される。また、各脚部８１には、
第１ハウジング１０に設けられたカム軸１５がカム係合するカム溝８４が形成されている
。
【００４０】
　また、レバー８０は、第１ハウジング１０に設けられたカム軸１５がカム溝８４にカム
係合した状態で、図２及び図１３に示すレバー嵌合解除位置、図３及び図１７に示すレバ
ー中間位置、及び図４及び図２０に示すレバー嵌合位置間を回動する。レバー中間位置は
、レバー嵌合解除位置から回動角で約４５°の位置である。レバー嵌合完了位置は、レバ
ー嵌合解除位置から回動角で約９０°の位置である。そして、レバー８０は、レバー嵌合
解除位置にあるときにはムービングハウジング５０を前述した嵌合解除位置に位置させる
。また、レバー８０は、レバー中間位置にあるときにはムービングハウジング５０を前述
した中間位置に位置させる。更に、レバー８０は、レバー嵌合完了位置にあるときにはム
ービングハウジング５０を前述した嵌合完了位置に位置させる。
【００４１】
　また、レバー８０の各脚部８１の内面には、図２６乃至図２９に示すように、第２ハウ
ジングロック部２８による第２ハウジング４０の移動規制状態を解除するロック解除部８
５が設けられている。ロック解除部８５は、各脚部８１の内面であって、支軸用孔８３に
対して連結部８２寄りの位置に内方に延びるように設けられた軸部で形成される。
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　そして、このレバー８０及び第１ハウジング１０には、図３、図１７及び図２５に示す
ように、レバー８０がレバー中間位置に位置するときにレバー８０の回動をロックすると
ともにそのロックを解除するタイムラグロック機構９０が設けられる。
【００４２】
　タイムラグロック機構９０は、図２５に示すように、第１ハウジング１０の前壁１０ａ
及び後壁１０ｂのそれぞれに設けられた一対のタイムラグ突起１７と、レバー８０に設け
られた、各タイムラグ突起１７に係合する係合部９２を有する一対のタイムラグロックア
ーム９１とで構成されている。
【００４３】
　ここで、各タイムラグロックアーム９１は、レバー８０にシーソー構造の形で支持部９
１ａを中心に揺動可能に設けられる。そして、各タイムラグロックアーム９１は、図２５
に示すように、支持部９１ａを挟んで一方側の内面に係合部９２を有し、他方側の外面に
押圧操作部９４を有する。係合部９２は、各タイムラグロックアーム９１の他方側の内面
から内方に向けて突出形成される。そして、押圧操作部９４を外側から内方に向けて押圧
すると、タイムラグロックアーム９１の他方側は支持部９１ａを中心に外方に向けて変位
する。これにより、係合部９２が外方に向けて変位し、係合部９２によるタイムラグ突起
１７に対する係合が解除される。
【００４４】
　なお、各タイムラグロックアーム９１の係合部９２の近傍には、開口９３が形成される
。この開口９３により、レバー８０がレバー中間位置にあるときに外方からタイムラグ突
起１７を確認することができる。また、開口９３によりレバー８０がレバー嵌合完了位置
にあるときに外方から信号端子接触検知突起１６を確認することができる。
　このタイムラグロック機構９０は、第２コネクタ３を第１コネクタ２から離脱させると
きに実益がある。つまり、レバー８０をレバー嵌合完了位置からレバー中間位置に回動し
たときに、係合部９２がタイムラグ突起１７に係合してレバー８０の回動をロックする。
このレバー中間位置においては、ムービングハウジング５０が中間位置にあり、第２信号
端子７０の一対の接触部７１ａ，７１ｂのそれぞれは、既に一対の第１信号端子３２ａ，
３２ｂのそれぞれと非接触となっている。
【００４５】
　そして、レバー８０をレバー中間位置からレバー嵌合解除位置まで回動して第２コネク
タ３を第１コネクタ２から離脱させるには、タイムラグロックアーム９１の押圧操作部９
４を外側から内方に向けて押圧する。これによって、係合部９２によるタイムラグ突起１
７に対する係合を解除してから、レバー８０をレバー嵌合解除位置に向けて回動する。す
ると、ムービングハウジング５０が中間位置から嵌合解除位置に移動し、この途中で、第
２強電端子６０が一対の第１強電端子３１ａ，３１ｂに対し非接触となる。
【００４６】
　つまり、第２信号端子７０と一対の第１信号端子３２ａ，３２ｂとの接触状態が解除さ
れてから第２強電端子６０と一対の第１強電端子３１ａ，３１ｂとの接触状態が解除され
るまでの間に、タイムラグロック機構９０によるレバー８０のロック時間及びそのロック
の解除時間が必要になる。このため、一対の第１信号端子３２ａ，３２ｂと第２信号端子
７０との接続解除から一対の第１強電端子３１ａ，３１ｂと第２強電端子６０との接続解
除までの間に一定の時間差を設けることができる。
【００４７】
　また、タイムラグロックアーム９１の係合部９２の先端の、信号端子接触検知突起１６
に対向する側には、図２４に示すように、傾斜面９２ａが形成されている。一方、信号端
子接触検知突起１６は略山形に形成され、係合部９２に対向する側は傾斜面９２ａに接触
する傾斜面９２ａとなっている。ここで、レバー８０を図１７に示すレバー中間位置から
図２０に示すレバー嵌合完了位置に回動する際に、レバー８０は図２３に示す位置を経由
する。この位置では、図２４に示すように、第２信号端子７０の一対の接触部７１ａ，７
１ｂが一対の第１信号端子３２ａ，３２ｂに接触している。しかし、この位置ではタイム
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ラグロックアーム９１の係合部９２の傾斜面９２ａが信号端子接触検知突起１６の傾斜面
１６ａに当接する。このため、係合部９２の傾斜面９２ａが信号端子接触検知突起１６の
傾斜面１６ａを乗り越える際に信号端子接触検知突起１６から反力が発生し、その反力に
よりタイムラグロックアーム９１、つまりレバー８０が押し戻される。このため、レバー
８０がこの反力を下回る力で回動されたとき、レバー８０が押し戻され、第２信号端子７
０の一対の第１信号端子３２ａ，３２ｂに対する接触状態は回避される。これにより、信
号端子の半嵌合を防止することができる。レバー８０が前述の反力を上回る力で回動され
たときのみ、係合部９２が信号端子接触検知突起１６を乗り越え、レバー８０はレバー嵌
合完了位置に至る。そして、このとき第２信号端子７０の一対の接触部７１ａ，７１ｂが
一対の第１信号端子３２ａ，３２ｂに確実に接触していることになる。
【００４８】
　次に、第２コネクタ３を第１コネクタ２に嵌合するまでの作用及び第１コネクタ２から
第２コネクタ３を離脱するまでの作用について、図１乃至図４、図１３乃至図２５、及び
図２６乃至図２９を参照して説明する。
　先ず、第２コネクタ３を第１コネクタ２に嵌合する際に、図１に示すように、第２コネ
クタ３においてレバー８０の連結部８２を上にした状態にする。この状態で、第２コネク
タ３のムービングハウジング５０を、タッチセーフスペーサ２０の内側で第１ハウジング
１０の第２コネクタ受容凹部１１内に挿入する。この際、第１ハウジング１０に設けられ
たカム軸１５をレバー８０のカム溝８４に入れ込む。
【００４９】
　ここで、ムービングハウジング５０を第２コネクタ受容凹部１１内に挿入する際に、第
２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂはそれぞれ第２強電端子６０の一対の弾性接触アー
ム６１ａａ，６１ｂａ間に入り込んで一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａ間の間隔
を押し広げている。このため、一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａのそれぞれは第
１強電端子３１ａ，３１ｂが接触せずにそれらの間に挿入されるのを許容する。この際、
第１強電端子３１ａ，３１ｂは第２ハウジング４０のスリット４３から一対の弾性接触ア
ーム６１ａａ，６１ｂａ間に入り込む。
【００５０】
　そして、ムービングハウジング５０を第２コネクタ受容凹部１１内に挿入すると、図２
及び図１３に示すように、レバー８０がレバー嵌合解除位置に位置し、ムービングハウジ
ング５０が嵌合解除位置に位置する。ムービングハウジング５０が嵌合解除位置にあると
きには、第２ハウジング４０は、図１６に示すように、第１ハウジング１０の第１強電端
子取付部１２及び第２ハウジング挿入規制部１４の上端に当接する。これにより、第２ハ
ウジング４０の下方向、即ち挿入方向への移動が規制される。
【００５１】
　また、ムービングハウジング５０が嵌合解除位置にあるときには、図１５及び図１６に
示すように、第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂのそれぞれは、第２強電端子６０の
一対の弾性接触アーム６１ａａ、６１ｂａ間に入り込んで一対の弾性接触アーム６１ａａ
，６１ｂａ間の間隔を押し広げる状態を維持する。従って、ムービングハウジング５０が
嵌合解除位置にあるときには図１６に示すように一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂ
ａのそれぞれが第１強電端子３１ａ，３１ｂに接触するのを回避している。また、図１４
に示すように、第２信号端子７０の接触部７１ａ，７１ｂのそれぞれは、第１信号端子３
２ａ，３２ｂのそれぞれに接触しない。
【００５２】
　そして、レバー８０がレバー嵌合解除位置から少しだけ回動すると（回動角で約１０°
程度、図２７参照）、一対の第２ハウジングロック部１８が第２ハウジング４０の一対の
係止板部４４を上方からロックする。これにより、第２ハウジング４０の挿入方向と反対
方向（上方向）の移動を規制する。
【００５３】
　次に、図３及び図１７に示すように、レバー８０を更に回動し、レバー８０をレバー中
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間位置に位置させる。これにより、レバー８０の支軸５３と第１ハウジング１０に設けら
れたカム軸１５との間の距離が短くなるため、ムービングハウジング５０は嵌合解除位置
よりも挿入方向奥側（下側）にある中間位置に移動する。ムービングハウジング５０が嵌
合解除位置から中間位置になる途中で、第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂのそれぞ
れは第２強電端子６０の各一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａ間から抜け出す。ム
ービングハウジング５０が中間位置になったときには、図１９に示すように、第２強電端
子接触回避部５６ａ，５６ｂは第２強電端子６０の各一対の弾性接触アーム６１ａａ間か
ら完全に抜け出している。これにより、各一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａ間の
間隔を狭めて各一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａが第１強電端子３１ａ，３１ｂ
に接触する。これにより、第１強電端子３１ａと第１強電端子３１ｂとが第２強電端子６
０によって互いに導通し、高電圧部が接続される。一方、図１８に示すように、第２信号
端子７０の一対の接触部７１ａ，７１ｂのそれぞれは、第１信号端子３２ａ，３２ｂのそ
れぞれに対し非接触となっている。
【００５４】
　このように、第２強電端子６０が第１強電端子３１ａ，３１ｂに対して摺動することな
く接触するので、第２コネクタ３が第１コネクタ２に嵌合する際に、第２強電端子６０及
び第１強電端子３１ａ，３１ｂが損傷してしまうおそれを回避することができる。
　ここで、第２強電端子６０は、雄型のタブ端子で構成される第１強電端子３１ａ，３１
ｂを互いの間で受容して接触する各一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａを備えてい
る。
【００５５】
　また、第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂは、タブ端子の板厚よりも幅の大きい突
起で構成されている。そして、第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂは、ムービングハ
ウジング５０が嵌合解除位置にあるときに第２強電端子６０の各一対の弾性接触アーム６
１ａａ，６１ｂａ間に入り込む。これによって、各一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１
ｂａ間の間隔を広げて各一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａが第１強電端子３１ａ
，３１ｂに接触する。また、第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂは、ムービングハウ
ジング５０が嵌合解除位置から中間位置へ向けて移動する途中で各一対の弾性接触アーム
６１ａａ，６１ｂａ間から抜け出る。これによって、各一対の弾性接触アーム６１ａａ，
６１ｂａ間の間隔を狭めて一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａを第１強電端子３１
ａ，３１ｂに接触させる。このようにすることで、第２強電端子６０及び第２強電端子接
触回避部５６ａ，５６ｂを簡単な構成で、第２強電端子接触回避部の機能を実現できる。
【００５６】
　次に、図４及び図２０に示すように、レバー８０を更に回動し、レバー８０をレバー嵌
合完了位置に位置させる。これにより、レバー８０の支軸５３と第１ハウジング１０に設
けられたカム軸１５との間の距離が更に短くなるため、ムービングハウジング５０は中間
位置よりも挿入方向奥側（下側）にある嵌合完了位置に移動する。ムービングハウジング
５０が嵌合完了位置になる途中で第２信号端子７０の一対の接触部７１ａ，７１ｂのそれ
ぞれが第１信号端子３２ａ，３２ｂのそれぞれに接触する。そして、ムービングハウジン
グ５０が嵌合完了位置になったときには、図２１に示すように、第２信号端子７０の一対
の接触部７１ａ，７１ｂのそれぞれが第１信号端子３２ａ，３２ｂのそれぞれに確実に接
触した状態を維持する。これにより、第１信号端子３２ａと第１信号端子３２ｂとが第２
信号端子７０によって互いに導通することになる。一方、第２強電端子６０の各一対の弾
性接触アーム６１ａａ，６１ｂａは、図２２に示すように、第１強電端子３１ａ，３１ｂ
のそれぞれに接触している状態を維持する。
【００５７】
　なお、前述したように、レバー８０を図１７に示すレバー中間位置から図２０に示すレ
バー嵌合完了位置に回動する際に、レバー８０は図２３及び図２４に示す位置を経由する
ことになる。このとき、タイムラグロックアーム９１の係合部９２の傾斜面９２ａが信号
端子接触検知突起１６の傾斜面１６ａを乗り越える際にレバー８０が押し戻される反力が
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発生する。このため、その反力を上回る力でレバー８０を回動する必要がある。
【００５８】
　そして、タイムラグロックアーム９１の係合部９２が信号端子接触検知突起１６を乗り
越えると、レバー８０がレバー嵌合完了位置となる。ここで、作業者は、タイムラグロッ
クアーム９１の係合部９２が信号端子接触検知突起１６を乗り越えるときに発する音及び
節度感にて嵌合完了を確認することができる。
　以上により、第２コネクタ３は第１コネクタ２に嵌合する。
【００５９】
　そして、第１コネクタ２から第２コネクタ３を離脱するときには、レバー８０を反対方
向に回動し、図２０に示すレバー嵌合完了位置から図１７に示すレバー中間位置に位置さ
せる。これにより、レバー８０の支軸５３と第１ハウジング１０に設けられたカム軸１５
との間の距離が長くなるため、ムービングハウジング５０は嵌合完了位置よりも挿入方向
手前側（上側）にある中間位置に移動する。ここで、第２強電端子６０の各一対の弾性接
触アーム６１ａａ，６１ｂａは、第１強電端子３１ａ，３１ｂに接触する状態を維持する
。一方、ムービングハウジング５０が中間位置になる途中で第２信号端子７０の一対の接
触部７１ａ，７１ｂのそれぞれが第１信号端子３２ａ，３２ｂのそれぞれに対し非接触と
なる。これにより、第１強電端子３１ａ，３１ｂ及び第２強電端子６０に電流が流れなく
なる。そして、ムービングハウジング５０が中間位置になったときには、図１８に示すよ
うに、第２信号端子７０の一対の接触部７１ａ，７１ｂのそれぞれが第１信号端子３２ａ
，３２ｂのそれぞれに対し非接触状態を維持する。
【００６０】
　ここで、レバー８０をレバー嵌合完了位置からレバー中間位置に回動したときに、図２
５に示すように、タイムラグロックアーム９１の係合部９２がタイムラグ突起１７に係合
してレバー８０の回動をロックする。
　このため、レバー８０をレバー中間位置からレバー嵌合解除位置まで回動するには、タ
イムラグロックアーム９１の押圧操作部９４を外側から内方に向けて押圧し、係合部９２
によるタイムラグ突起１７に対する係合を解除する。
【００６１】
　そして、レバー８０を図１７に示すレバー中間位置から図１３に示すレバー嵌合解除位
置まで回動する。これにより、レバー８０の支軸５３と第１ハウジング１０に設けられた
カム軸１５との間の距離が更に長くなるため、ムービングハウジング５０は中間位置より
も挿入方向手前側（上側）にある嵌合解除位置に移動する。ここで、ムービングハウジン
グ５０が嵌合解除位置になる途中で、第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂのそれぞれ
は第２強電端子６０の各一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａ間に入り込む。ムービ
ングハウジング５０が嵌合解除位置になったときには、図１５に示すように、第２強電端
子接触回避部５６ａ，５６ｂは第２強電端子６０の各一対の弾性接触アーム６１ａａ間か
ら完全に入り込んでいる。これにより、各一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａ間の
間隔を広げて各一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａが第１強電端子３１ａ，３１ｂ
に対し非接触となる。これにより、高電圧部が切り離される。一方、第２信号端子７０の
一対の接触部７１ａ，７１ｂのそれぞれは第１信号端子３２ａ，３２ｂのそれぞれに対し
非接触状態を維持している。
【００６２】
　このように、第２信号端子７０と一対の第１信号端子３２ａ，３２ｂとの接触状態が解
除されてから第２強電端子６０と一対の第１強電端子３１ａ，３１ｂとの接触状態が解除
されるまでの間に、タイムラグロック機構９０によるレバー８０のロック時間及びそのロ
ックの解除時間が要される。このため、一対の第１信号端子３２ａ，３２ｂと第２信号端
子７０との接続解除から一対の第１強電端子３１ａ，３１ｂと第２強電端子６０との接続
解除までの間に一定の時間差を設けることができる。
【００６３】
　また、第２強電端子６０が第１強電端子３１ａ，３１ｂに対して摺動することなく非接
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触となるので、第２コネクタ３が第１コネクタ２から離脱する際にも、第２強電端子６０
及び第１強電端子３１ａ，３１ｂが損傷してしまうおそれを回避することができる。
　そして、タイムラグロック機構９０は、第１ハウジング１０に設けられたタイムラグ突
起１７と、レバー８０設けられた、タイムラグ突起１７に係合する係合部９２を有するタ
イムラグロックアーム９１とを備えている。このため、タイムラグロック機構９０を簡単
な構成で実現することができる。
【００６４】
　更に、タイムラグロックアーム９１は、レバー８０に、シーソー構造の形で支持部９１
ａを中心に揺動可能に設けられ、支持部９１ａを挟んで一方側に係合部９２を有し、他方
側に押圧操作部９４を有する。このため、タイムラグロック機構９０によるロック解除を
達成するための構成を簡単に実現することができるとともに、ロック解除を容易に行うこ
とができる。
　なお、前述したように、レバー８０がレバー嵌合解除位置からレバー中間位置に向けて
少しだけ回動すると（回動角で約１０°程度、図２７参照）、一対の第２ハウジングロッ
ク部１８が第２ハウジング４０の一対の係止板部４４を上方からロックする。これにより
、第２ハウジング４０の挿入方向と反対方向（上方向）の移動を規制する。
【００６５】
　ここで、前述したように、レバー８０を図１７に示すレバー中間位置から図１３に示す
レバー嵌合解除位置に向けて回動する途中で、第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂの
それぞれが第２強電端子６０の各一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａ間に入り込む
。従って、第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂのそれぞれが第２強電端子６０の各一
対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａ間に入り込むときには、第２ハウジングロック部
１８により第２ハウジング４０の上方向への移動が規制されている。当該第２強電端子接
触回避部５６ａ，５６ｂのそれぞれは上方向に移動しつつ各一対の弾性接触アーム６１ａ
ａ，６１ｂａ間に入り込む。このため、第２ハウジング４０の上方向への移動が規制され
ていないと、第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂの上方向への移動によって第２ハウ
ジング４０及び第２強電端子６０が上方向へ浮いてしまう。そうなると、第２強電端子接
触回避部５６ａ，５６ｂのそれぞれが各一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａ間に入
り込むことができず、第２強電端子６０が第１強電端子３１ａ，３１ｂに接触したままと
なる。従って、第２ハウジングロック部１８により第２ハウジング４０の上方向への移動
を規制することにより、第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂのそれぞれが第２強電端
子６０の各一対の弾性接触アーム６１ａａ，６１ｂａ間に確実に入り込むことができる。
【００６６】
　一方、第２ハウジングロック部１８により第２ハウジング４０の上方向への移動を規制
したままであると、第２ハウジング４０を第１コネクタ２から離脱することができない。
　このため、前述したように、レバー８０に、第２ハウジングロック部１８による第２ハ
ウジング４０の移動規制状態を解除する一対のロック解除部８５を設けてある。
　このロック解除部８５の作用について、図２６乃至図２８を参照して説明する。
【００６７】
　レバー８０をレバー嵌合完了位置からレバー中間位置まで回動すると、図２６に示すよ
うに、各ロック解除部８５は各第２ハウジングロック部１８に近づくが当接しない。この
ため、第２ハウジングロック部１８による第２ハウジング４０の移動規制状態が維持され
る。
　更に、レバー８０をレバー中間位置から更にレバー嵌合解除位置の少し手前の位置（レ
バー嵌合解除位置から回動角で約１０°の位置）まで回動すると、図２７に示すように、
各ロック解除部８５は、第２ハウジングロック部１８に当接する。第２ハウジングロック
部１８による第２ハウジング４０の移動規制状態が維持される。
【００６８】
　また、レバー８０をレバー嵌合解除位置まで回動すると、図２８に示すように、各ロッ
ク解除部８５は、第２ハウジングロック部１８を変位させ、第２ハウジングロック部１８
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　これにより、図２９に示すように、第２コネクタ３を第１コネクタ２から離脱させるこ
とができる。
【００６９】
　以上、本発明の実施形態について説明してきたが、本発明はこれに限定されずに種々の
変更、改良を行うことができる。
　例えば、第１強電端子３１ａ，３１ｂを雄型のタブ端子とし、第２強電端子６０を第１
強電端子３１ａ，３１ｂを互いの間で受容して接触する一対の弾性接触アーム６１ａａ，
６１ｂａを備えるものとする必要は必ずしもない。第１強電端子を雌型、第２強電端子を
雄型としてもよい。
【００７０】
　また、第２強電端子接触回避部５６ａ，５６ｂは、タブ端子の板厚よりも幅の大きい突
起で構成されている必要は必ずしもない。
　更に、タイムラグロック機構９０は、レバー８０がレバー中間位置に位置するときにレ
バー８０の回動をロックするとともにそのロックを解除するものであれば、タイムラグ突
起１７及びタイムラグロックアーム９１で構成する必要は必ずしもない。
【００７１】
　また、タイムラグロックアーム９１を設ける場合、レバー８０に、シーソー構造の形で
支持部９１ａを中心に揺動可能に設けられる必要は必ずしもない。
　また、第１ハウジング１０に、第２ハウジングロック部１８を設ける必要は必ずしもな
い。また、レバー８０に、ロック解除部８５を設ける必要は必ずしもない。
　また、レバー中間位置は、レバー嵌合解除位置から回動角で約４５°の位置である必要
は必ずしもなく、レバー嵌合完了位置は、レバー嵌合解除位置から回動角で約９０°の位
置である必要は必ずしもない。
【符号の説明】
【００７２】
　１　レバー式コネクタ組立体
　２　第１コネクタ
　３　第２コネクタ
　１０　第１ハウジング
　１７　タイムラグ突起
　１８　第２ハウジングロック部
　３１ａ，３１ｂ　第１強電端子
　３２ａ，３２ｂ　第１信号端子
　４０　第２ハウジング
　５０　ムービングハウジング
　５６ａ，５６ｂ　第２強電端子接触回避部
　６０　第２強電端子
　６１ａａ，６１ｂａ　弾性接触アーム
　７０　第２信号端子
　８０　レバー
　８５　ロック解除部
　９０　タイムラグロック機構
　９１　タイムラグロックアーム
　９１ａ　支持部
　９２　係合部
　９４　押圧操作部
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